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御岳　渓流

 写真提供：山田晴夫会員　
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　千葉県税理士会千葉西支部会員の皆様方には、

益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　本年の人事異動により、東京局派遣国税庁主任

監察官から転任して参りました菅田でございま

す。前任の水田署長と同様のご厚誼を賜りますよ

うお願い申し上げます。

　森支部長をはじめ役員並びに会員の皆様には、

無料相談の実施、租税教室への講師派遣、e-Tax

の利用促進に向けた取組など、多方面にわたって

ご支援をいただいており、深く敬意を表するとと

もに、厚くお礼申し上げます。

　さて、国税庁では、消費税の軽減税率制度の導

入や大法人の電子申告義務化など、新しい制度の

適用が始まっている中、新型コロナウイルス感染

症の影響により期限内の申告や申請が困難であっ

た方には、期限を区切らず柔軟に受け付けること

としているほか、納税が困難な方には、納税の猶

予制度を案内するなどの対応を行っております。

　加えて、当署では、本年９月から確定申告期も

含め工事で駐車場が使用できないことを踏まえ、

申告、納付等の手続きを一人でも多くの方に e-

Taxを利用していただけるよう取り組んでおりま

す。

　これらの対応には、千葉県税理士会千葉西支部

の皆様方のより一層のお力添えが必要不可欠でご

ざいますので、今後ともご理解とご協力を賜りま

すよう、お願い申し上げます。

　結びに当たり、千葉県税理士会千葉西支部の

益々のご発展と会員の皆様のご健勝並びに事業の

ご繁栄を祈念いたしまして、私の着任の挨拶とさ

せていただきます。

着 任 の ご 挨 拶

千葉西税務署長　　菅　田　　　進　

猜

猩

猝

猾

猖猖猖猖猖猖猖猖猖

猥猥猥猥猥猥猥猥猥

猴
猴
猴

猯
猯
猯

表紙の写真

場所：御岳渓流にて

　例年旅行の写真を載せておりますが、

今年は新型コロナウイルス感染症の影響

で旅行が中止になった為、今回は山田会

員が行った旅行の写真とさせていただき

ました。
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〈千葉西税務署の駐車場について〉

　「令和２年９月以降（確定申告期間中を含む）、税務署の駐車場は、庁舎建設工事のた

め使用できなくなっております（身体障がい者専用駐車場は除く）。」という文章がホー

ムページに掲載されております。

　お車で千葉西税務署へ行かれる場合にはご注意下さい。
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転　　　　入　　　　等
職　　名

転　　　　出　　　　等

前　　任　　部　　署氏　　名発　　令　　事　　項氏　　名

庁・東京派遣監察官・主任監察官菅田　　進署 長庁・税大和光・部長水田　　剛

浅草・総務課・副署長倉地　孝之副署長（法）板橋・特官（法人）・指定特官佐藤　康久

東京上野・総務課・課長井上　清章副署長（総）川崎南・総務課・副署長海藤　宏文

芝・特官（法人）・特官澤　　長範特　 官（法）京橋・特官（個人）・指定特官増田　匡則

木更津・管運１・統括徴官上田　右人管 運 １ 統 括柏・管運１・統括徴官伊藤　勝也

向島・管運２・統括徴官井形　真司管 運 ２ 統 括局徴収・管運課・実指専官藤田　牧人

局徴収・特官（Ｓ２）・主査浦松　久志徴 収 ２ 統 括局徴収・特別整理第６・主査近藤　克裕

神田・徴収・上席徴官中戸川　寛徴収総括上席松戸・徴収１・連絡調官近藤　孝紀

船橋・個人３・統括調官山下　義継個 人 ３ 統 括東金・個人３・統括調官山田　研次

局課一・審理課・主査秋元　直樹個 人 ５ 統 括世田谷・個人５・統括調官平良　安伸

江東西・個人１・記帳推官埜村　伸一個 人 連 調 官甲府・個人６・統括調官岡田　義幸

茂原・資産・統括調官青柳　宏之資 産 １ 統 括千葉東・特官（資産）・特調官齋藤　玲子

足立・評価（資産）・評価専官田谷　和浩資 産 ２ 統 括退職三枝　正喜

千葉東・資産２・上席調官藤田　宗一資産総括上席市川・資産１・連絡調官金丸　　崇

江東東・法人１・統括調官松永　幸男法 人 １ 統 括蒲田・管運１・統括徴官森田　周治

練馬東・法人１・連絡調官黒澤裕貴子法 人 ２ 統 括千葉東・法人２・統括調官越智真一郎

千葉南・法人３・統括調官柴田　昭博法 人 ３ 統 括葛飾・法人７・統括調官小倉　俊樹

局総務・厚生課・総務係長中村　吉宏法 人 ５ 統 括退職本田　幹雄

局課一・機動課・実査官山下　誠治課 長 補 佐江東西・法人２・上席調官福井　加奈

千葉東・審専（個人）・調査官鈴木　康久総 務 係 長東京上野・総務課・総務係長葦名　秀紀

局課二・料調二課・実査官宮崎めぐみ会 計 係 長神田・総務課・会計係長福尾　俊弥

千葉西税務署　定期人事異動による転出・転入者名簿

総　務　部
矢　代　雅　義

＜報告事項＞

○令和２年８月７日（金）

　第２回幹事会

　場所：習志野商工会議所

（議決事項）

　１．役員選考委員会委員選任の件

　２．第44回定期総会の招集日時及び場所決定

の件

　　　日時：令和３年６月11日（金）

　　　場所：ホテル ザ・マンハッタン

蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾
蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾
蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾
蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾蛾

各部だよ各部だよりり

（報告事項）

　１．各部報告

＜行事予定＞

○令和２年10月９日（金）

　幹事会・例会

　場所：習志野商工会議所

〇令和２年12月10日（木）

　幹事会・例会・連絡協議会・忘年会

　場所：ホテル ザ・マンハッタン
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１．新型コロナウイルス感染症関係

　敢　毎期申告期限延長の法人が新型コロナ感染

症の影響を受けた場合の利子税について（法

法75の２、通法46、新型コロナ税特法３） 

 新規

　　　新型コロナウイルスによる納税猶予の特例

の適用を受けた場合には、法法75の２による

申告期限が延長された期間に係る利子税につ

いても免除する。

２．国税通則法・税務行政手続関係

　敢　取り下げ書の法整備について 継続

　　　「取り下げ書」について所要の法整備を行い

法定的位置付けを明確にするべきである。

　柑　死亡により振替納税が不可能となった場合

の延納及び延滞税に関する適用について（通

法34の２） 　新規

　　　口座振替納付を利用している納税者が振替

納付前に死亡した場合において、金融機関に

より、振替予定口座の取引停止の措置がとら

れたときは、延滞税が必ず生ずることとなる

ため、その相続人等が相続の開始があったこ

とを知った日の翌日から４月以内に納付した

ときは、延滞税をかからなくすべきである。

　桓　法人の口座振替納付の創設 　新規

　　　法人についても、個人同様に口座振替納付

を拡充する。

３．国税共通

　敢　印紙税について　 継続

　　　印紙税法の廃止を要望する。

４．所得税関係

　敢　親族に対する対価の必要経費の算入につい

て（所法56、57）　 継続

　　　事業者から対価を受ける親族がいる場合の

必要経費の特例を改め、生計を一にする親族

であっても、これらの者に対して支払う賃借

料・報酬等について、その相当額の必要経費

の算入を認めるべきである。

　柑　公営競技の払戻金に対する課税について

 　継続

　　　競馬競輪競艇等の投票券の払戻金について

は非課税とする。

　　【理由】

　　　当せん金付証票法の当せん金品及びスポー

ツ振興投票の当せんの払戻金同様に非課税と

し、不足する財源については投票券の販売価

格に対して、一定割合で直接開催元に負担を

求める形をとるべきである。

　桓　証券取扱い業者等の取り扱う金融商品につ

いて　 継続

　　　証券取扱い業者が取扱う金融商品につい

て、その課税形態（一般株式、証券投資信託、

証券投資信託（海外）（国内）公社債投資信

託・雑・総合譲渡等の課税上の取扱い科目）

を取引報告書・商品パンフレット等に記載す

る商品名に併記することを義務付けることを

要望する。

　棺　譲渡所得税における予定申告制度の創設に

ついて　 　継続

　　　不動産等の譲渡等があった場合において、

その譲渡日以後申告期限までの間に譲渡所得

税及び譲渡住民税について予定申告・予定納

 令和２年９月９日

制　度　部
 千 葉 県 税 理 士 会 

 千葉西支部　制度部

令和４年度税制改正要望書意見書（要約）

　本書は、千葉西支部会員に対し意見募集を行い、会員より寄せられた意見・要望の中から制度部におい

て意見の集約整理をするとともに、前年の意見書に寄せられた事項についても検討を加えたものである。

　なお、本意見書の作成にあたっては、「現代社会に適合した公平な税制を目指すとともに、納税事務の簡

素化及び事務負担の軽減を目的とする」を基本方針として取りまとめている。
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税ができる制度を新設すべきである。

５．源泉所得税関係

　敢　源泉所得税の納付期限の見直しについて

　　（所法183） 継続

　　　源泉所得税の納付期限について、翌月末日

と改めると共に、納期の特例の期限について

もそれぞれ１月末及び７月末と改める。

　柑　源泉所得税の納期の特例の承認に関する申

請の提出時期について（所法217） 継続

　　　新たに源泉徴収義務者となった法人及び個

人については、その提出期限を、設立から３

月以内もしくは、納期の特例による納期限の

いずれか早い日までその提出期限を延長し、

かつ、その提出の効果を設立の日又は新たに

源泉徴収義務者となった日まで遡及して適用

すべきである。

６．法人税関係

　敢　居住者に対する役員給与の取り扱いについ

て（法法34①） 継続・一部修正

　　　居住者に対する役員給与について、現在は

法人の租税等の負担率より居住者に対する個

人の租税等の負担率の方が高いため、原則損

金算入とし、不相当に高額なもののみを損金

不算入の対象とすべきである。

　柑　相当の地代の見直し（法令137　法通13－

１－２） 　継続

　　　相当の地代を次の通り改定する。

　　　　自用地評価額×基準年利率（長期）

　　　　＋固定資産税額　＝　年間の相当な地代

７．消費税関係

　敢　複数税率の廃止について 継続

　　納税額の算定にあたり企業側の負担の大きい

複数税率を廃止する。

　柑　小規模事業者の申告不要制度の創設につい

て（消法９条－12条の２）　 　継続

　　　全事業者を消費税課税事業者と指定すると

ともに、小規模事業者に対して、申告不要制

度を創設し、事務負担の軽減を図るべきであ

る。

　桓　中小事業者の仕入れに係る消費税額の控除

の特例について　（消法37）　 継続

　　　簡易課税制度選択期間中においても、常に

原則課税制度による申告を可能とする制度と

すべきである。

　棺　一括比例配分方式の継続適用義務について

　　（消法30⑤）　 継続

　　　一括比例配分方式の継続適用義務を廃止す

べきである。

　款　課税売上割合の計算方法について（消法令

48） 　継続

　　　課税売上割合の算定にあたって、固定資産

の譲渡及び投資性資産の譲渡についても、有

価証券の譲渡同様に、その算入に一定の制限

をすべきである。

８．相続税関係

　敢　債務控除について　（相法13条） 継続

　　　債務及び葬儀費用の控除対象者を「相続又

は遺贈により財産を取得したすべての者」と

すべきである。

　柑　贈与税の申告期限について（相法28条）　

 継続

　　　贈与時から、翌年３月15日までの間におい

て、贈与税の申告書の提出及び納税手続きを

可能とする制度を要望する。

　桓　相続税の申告期限について（相法27条）

 継続

　　　相続税の申告期限を相続の開始があったこ

とを知った日から１年以内とする。

９．地方税関係

　敢　個人市町村民税における普通徴収制度の納

付回数について　（地法320） 継続

　　個人市町村民税における普通徴収制度の納付

回数を12回に拡充する。

　柑　個人住民税の特別徴収について 継続

　　　個人住民税の特別徴収に関しては、給与受

給者の選択制とする。

　桓　中小企業者に係る事業税の収入割について

 新規

　　　中小企業者の電気・ガス供給業については、

事業税の課税標準を、一般の事業と同様に所

得課税である所得割とすべきである。

※紙面の都合上、千葉県税理士会 調査研究部

に提出したものから、提案理由を削除し、要

約したものである。
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　令和２年４月からスタートした配偶者居住権については、相続人間における相続財産の分割行

為である遺産分割等と位置付けられ、具体的相続分を構成することから、相続により取得した財

産として相続税の課税対象とされました。

　相続税法の財産評価は、時価によることとし、客観的な交換価値をいうものと解されており、

取引可能な財産を前提としています。しかしながら、配偶者居住権は譲渡することが禁止されて

いるため、時価により評価することが困難であること、配偶者居住権の評価について解釈が確立

されていない現状において時価の解釈による評価は課税の公平性を確保できないこと及び配偶者

居住権の存続期間を操作してその配偶者居住権を過大に評価して税負担軽減を図ることを防止す

ること等を理由に相続税法第22条の“時価”によるのではなく、相続税法で別途評価方法を規定

することとされました（相法23の２）（財務省　令和元年分税制改正の解説Ｐ496以降）

　ところで、配偶者居住権の評価における宅地等の相続税評価額は、居住建物の敷地全体に対す

る自用地の評価額のうち居住建物を賃借している賃借人に権利を主張することができない賃貸部

分を除いた部分を基礎として計算します。

　配偶者が居住建物の一部しか使用していなかった場合であっても、配偶者居住権の効力は、賃

貸部分を除いた居住建物に及ぶこととなります（民法1028①）。したがって、配偶者居住権が設

定された居住建物が居住用のみに供されている場合には、その敷地は配偶者居住権による敷地利

用権とその敷地所有権を合わせた部分となり、居住建物が居住用と事業用に供されている場合に

は、配偶者居住権に係る敷地と事業用部分の敷地（敷地利用権と敷地所有権）を合わせた敷地が

配偶者居住権の設定がされた建物の敷地となります。

　配偶者居住権が設定された場合の相続税は、何かややこしいことになりそうです。

 （千葉県税理士会千葉西支部特別会員　岩下忠吾）

配偶者居住権に係る利用権と所有権の評価
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○新入会員
石　黒　　夫
令和２年７月８日（東京会より）
習志野市東習志野
 ３－11－11－202
TEL　090－2333－5382
趣味　スポーツ観戦、音楽鑑賞

伊　東　大　造
令和２年７月21日（新規入会）
千葉市花見川区千種町91－１
 花嶋実税理士事務所
TEL　043－258－2710
趣味　ラジオを聴くこと

村　中　謙　氏
令和２年７月21日（新規入会）
千葉市美浜区打瀬
 １－11－１－Ｃ－608
TEL　043－271－2085
趣味　ゴルフ、野球、ランニング

鳩　宿　正　美
令和２年８月26日（新規入会）
八千代市八千代台西３－２－４
 髙橋敏則税理士事務所
TEL　047－481－0434

森　　　小百合
令和２年８月26日（新規入会）
八千代市緑が丘５－11－２
TEL　047－480－3517
趣味　温泉巡り

藤　井　泰　之
令和２年９月５日（東京会より）
千葉市美浜区若葉
 ３－１－19－1310
TEL　043－400－2894
趣味　スポーツ

秋　元　淳　一
令和２年９月５日（東京会より）
習志野市津田沼
 １－10－41－701
TEL　047－407－0026
趣味　将棋

秋　元　玲　子
令和２年９月９日（東京会より）
習志野市津田沼
 １－10－41－701
 秋元淳一税理士事務所
TEL　047－407－0026
趣味　読書・ゴルフ

会 員 の 異 動
ダーマ税理士法人
令和２年７月１日（新規入会）
習志野市東習志野８－11－18
TEL　047－479－2251
社員税理士　川崎敏夫

○事務所変更
　山　中　康　堂
　　習志野市谷津１－15－22－1609
　　TEL　047－474－1890

　清　瀨　　　由
　　千葉市花見川区幕張本郷１－11－24
 フォルテ５Ａ
 　　税理士法人アークネット千葉事務所
　　TEL　043－307－5590

　税理士法人アークネット千葉事務所
　　千葉市花見川区幕張本郷１－11－24
 フォルテ５Ａ
　　TEL　043－307－5590
　　社員税理士　清瀨　由

○開業　→　本店社員
　川　崎　敏　夫
　　習志野市東習志野８－11－18
 ダーマ税理士法人
　　TEL　047－479－2251

○退会会員
　岩澤　英彦　令和２年８月11日（市川支部へ）

編 集 後 記

　酷暑が去り、新総裁が決まり、新たな季節

が始まろうとしています。新しく何かを始め

るには丁度良い時期ではないでしょうか。

　ところで、先日、職場の雰囲気作りという

ことで女性の変化に気づくのが良いと思い、

女性従業員の一人に、「髪型変わりましたね」

と声をかけたら、「先週の始めには変わって

ます」と返されました。何か新しいことを始

めて、小さな変化にも早めに気づける男にな

りたいと感じました。

　また、今回の編集に関わって知ったことで

すが、広報部の重鎮である山田会員が御年90

歳になるそうです。しかも、スクワットと腹

筋を毎日欠かさず30回づつ行っているのだ

そうです。階段の昇降すら避ける私として

は、頭の下がる思いです。

　スポーツの秋、積極的に体を動かしてみて

はいかがでしょうか。 （河西　昌彦）
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